


 

第１号様式 別紙１ 

事業計画書 

 

１ 申請者の概要 

フ リ ガ ナ  

企  業  名  

所 在 地※1 
〒 

 

代 表 者 氏 名  

担  当  者 
部署：            役職： 

氏名： 

電 話 番 号  

Ｅ メ ー ル  

主 た る 業 種 

の産 業 分 類
※2 

中分類コード   項目名  

企 業 概 要 
設立年：       資本金：      従業員数：      

業務内容： 

過去３年間 

国又は県等の 

補助事業の有無 

☐有  ☐無 

補助事業名等： 

テ ー マ ： 

交付決定日： 

※有の場合、事業計画書を添付すること。 

今回申請する事業

で他の補助事業と

重複申請している

事業の有無 

☐無  ☐応募（申請中【採択見込み予定時期  年 月】 

補助事業名等： 

テ ー マ： 

※有の場合、事業計画書を添付すること。 

「鹿児島県SDGs登

録制度」の登録

企業 

☐ 「鹿児島県SDGs登録制度」について、「登録事業者」として認定さ

れている企業に該当する場合は、チェックを入れてください。 

☐ 上記について、申請中である場合は、チェックを入れてください。 

「パートナーシ

ップ構築宣言」の

登録企業 

☐ 「パートナーシップ構築宣言」の登録企業に該当する場合は、チェ

ックを入れてください。 

☐ 上記について、申請中である場合は、チェックを入れてください。 

「かごしま「働き

方改革」推進企

業」の認定企業 

☐ 「かごしま「働き方改革」推進企業」について、認定されている企

業に該当する場合は、チェックを入れてください。 

☐ 上記について、申請中である場合は、チェックを入れてください。 

「かごしま子育て

応援企業」の登

録企業 

☐ 「かごしま子育て応援企業」の登録企業に該当する場合は、チェッ

クを入れてください。 

☐ 上記について、申請中である場合は、チェックを入れてください。 

※２を参考に主たる業種となる中分類コード

（2 桁）及び項目名を記入してください。 

（記入例）ＨＰより 

    『中分類 ２４ 金属製造業』 

２４→中分類コード 金属製品製造業→項目名 

有の場合は事業計画書の写し（事業計画書がない

ものは申請書の写し）を提出してください。 

応募中の申請がある場合は事業計画書の写し（事

業計画書がないものは申請書の写し）を提出してく

ださい。 



 

「イクドリ！宣 

言」の認証企業 

☐ 「イクドリ！宣言」について、認証されている企業に該当する場合

は、チェックを入れてください。 

☐ 上記について、申請中である場合は、チェックを入れてください。 

｢SECURITY ACTION 

一つ星」宣言の 

有無 

 

☐ ｢SECURITY ACTION一つ星」の宣言事業者に該当する場合は、チェッ

クを入れてください。 

☐ 上記について、申請中である場合は、チェックを入れてください。 

 

※１ 県外本社の場合、県内事業所の住所を記載してください。 

※２ 日本標準産業分類（平成 25 年（2013 年）10 月改定）の中分類コード、項目を記載

してください。 

（参考：日本標準産業分類：https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/02toukatsu01_03000044.html） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/02toukatsu01_03000044.html








第１号様式　別紙２

１年後
（Ｒ　年　月期）

２年後
（Ｒ　年　月期）

３年後
（Ｒ　年　月期）

①　売上高

②　売上原価

③　売上総利益
　　（①－②）

0 0 0

④　販売費及び一般管理費

⑤　営業利益
　　（③－④）

0 0 0

⑥　人件費注３

⑦　減価償却費注４

⑧　付加価値額
　　(⑤＋⑥＋⑦）

(A) 0 0 0 0

⑨　付加価値額の増加率
　　(Aに対する伸び率）

⑩　従業員数（人）注５

⑪　従業員一人当たりの
     年間平均労働時間（時間）

⑫　労働生産性
　　（③／(⑩×⑪)）

(B)

⑬　労働生産性の増加率
　　（Bに対する伸び率）

　

基準年度注２

（Ｒ　年　月期）

0

0

注１）計画は会社の決算年度に対応して記入してください。（例）令和８年３月決算分 →　(８年３月期）

注２）「基準年度」には、補助事業実施年度の前年の決算又は見込を記載してください。

注３）「人件費」は、決算書上の給与、賃金、福利厚生費、役員報酬等（製造原価報告書中のものも
　　　含む）の合計を算出してください。

注４）「減価償却費」は、決算書上の販売費及び一般管理費中の減価償却費と、製造原価報告書中の
　　　減価償却費との合計を算出してください。

数値計画（付加価値額・労働生産性向上計画注１　）

企業名：
（単位：千円）

注６）開業して間もなく、前年の決算資料がない場合、開業後の実績期間（直近の月次実績の平均値等）を
　　　 基に、年換算した数値を基準年として記載してください。

注５）従業員数は契約社員、パート、アルバイトを含んだ数を記載してください。

補助事業実施年度の前年の決算月

色のついたセルは自動計算されます。



第１号様式　別紙３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（金額単位：円）

単価 数量 単位

※1,000円未満切り捨
て

※スペースが足りない場合は，適宜挿入して記載ください。

※全て消費税抜き（小数点以下は切り捨て）で計上して下さい。

※補助金交付申請額（B)は補助対象経費（A)に補助率（２/３以内）を掛けて，1,000円未満を切り捨てて算出します。

Ｄ
Ｘ
の
推
進

補助対象経費　A　　

補助金交付申請額　B（A×2/3）

※ただし，Bが補助上限額を超える場合は，それぞれ上限額を記入してください。

収支予算書

企業名

１　支出明細書

事業
区分

経費区分 内容

積算

金額 備考

記入してください。

「経費区分」 は以下の

項目をプルダウンで選択し

てください。

・ソフトウェア購入費

・クラウドサービス利用料

・機械装置等購入費

・試作・改良費

・専門家の招へい経費

・研修費

税抜金額を記入

してください。

税抜金額を記入してくださ

い。

（単価×数量）

※単価と数量を入力すると

自動計算されますが,誤りが

ないかご確認ください。

内容欄には、「機材一式」として記載するのではなく、

見積書と照らし合わせ、具体的な品目名等と同じもをひと

つずつご記入ください。（項目が多い場合は、欄を追加して

ページ数が増えても構いません）

併せて、「単価」「金額」欄には消費税抜きの金額をご記入く

ださい。

※「機材一式」等、まとめて記入されている場合は、再提出をしていただくこ

ととなりますのでご注意ください。

黄色いセルは、自動記入さ

れますが、誤りがないか確

認してください。



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業名

２　収支計画書

自 己 資 金

借 入 金

補　助　金
(B)

そ の 他

合　　計
(D)

ＤＸの推進
(A)

  ※全て消費税抜き（小数点以下は切り捨て）で計上して下さい。

　※備考欄には，その具体的な内容等を記載してください

合　　計
(C)

　※A～Dは入力不要です。（支出明細書から自動転記）

備      考

支
　
　
　
　
出

収
　
　
　
　
入

項   目

（単位：円）

金　　額

自動記入されますが、誤りが
ないか確認してください。

借入金で対応する場合は,備考欄に融資を受けた金融機関

等を記載してください。

自動入力されますが,誤りがないか確認してください。

自動入力されますが,誤りがないか確認してください。

(Ｄ)は,(Ｃ)と同じ金額になるようにしてください。

（Ｄ＝Ｂ＋自己資金もしくは借入金）

自動入力されますが,誤りがないか確認してください。

自動入力されますが,誤りがないか確認してください。

収入合計(Ｄ)が,支出合計(Ｃ)と同じ金

額になるように,自己資金もしくは借入

金を記入してください。

（Ｄ＝Ｂ＋自己資金もしくは借入金）


